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研究成果の概要（和文）：自律航行船等による運航に関して、従来あるいは現在進行中の実験プロジェクト等の
データを踏まえ、衝突責任について、若干の解釈論上の問題を解決する必要はあるものの、自動運航技術の導入
を契機に現行の衝突責任等の責任原則や責任制限制度等を修正する必要はないとの結論を得た。同時に、遠隔操
船者について、その法的位置付け次第では、既存の条約の改正が必要であることが分かった。極域航行に関して
は、極域航行に関する科学的な知見を踏まえ、商業航海による海洋汚染事故についての民事責任、極域固有の堪
航能力担保義務について手当てすることが望ましいこと、ルールは国際条約よりソフトローの形をとる方が望ま
しいことが明らかされた。

研究成果の概要（英文）：<Maritime Autonomous Surface Ships> Based on the result of the existing and 
on-going experiments, this research concludes that the existing rules and principles such as the 
liability for the ship’s collision or shipowner's limitation of liability can be maintained even to
 the activities of maritime autonomous surface ships. However, the function of remote controllers 
must be further analyzed and depending on the conclusion of the analysis, the existing law including
 international conventions may need to be revised.
<Polar Shipping> Based on the scientific data on polar shipping, the research concludes that it is 
highly desired to implement effective regulations on the civil liability for marine pollution caused
 by commercial shipping in polar area and standards for seaworthiness unique to polar shipping. It 
also argues that the regulation may better be introduced by “soft law” instead of hard law such as
 international conventions.

研究分野： 民事法学
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研究成果の学術的意義や社会的意義
　自律航行船等と極域航行の問題は、技術的な検討は着実に進められているものの、その重要性にもかかわら
ず、学界のみならず実務においても、法律家による議論は十分なされていない。そのような中で、民事責任を中
心に自律航行船等と極域航行に関する法律関係を本格的に検討した本研究は、非常に新しい試みであるといえ
る。そして、既存の海事法制のうち，特に新たな手当が必要な問題と、そうではない問題とを切り分け、前者に
ついて、どのような内容及び形式のルールメイキングが必要かについて一定の結論が得られたことは、学術的に
はもとより、社会的にも重要な意義を有するものである。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
海運業における技術革新は、自律航行船・遠隔操作船による運航や極域（特に北極海）におけ

る商業航行といった、従来想定されていなかった新たな形態の海上企業活動を可能にしつつあ
った。具体的には次の通りである。 
 
(1)自律航行船・遠隔航行船   
商業的使用が可能な段階には至っていないものの、船上に設置された各種センサーにより高

度に自律的なコントロール能力を持つ無人船を、十分な機能を持って連結されたシステムの陸
上コントロール基地局において常時監視し、危急状態等の必要に応じて直接コントロールを行
う形で航行を行うための研究開発が、ヨーロッパ諸国を中心に急速に進められており（技術開発
のコンソーシアムとして EU 委員会の支援する「MUNIN」やノルウェー・ドイツ船級協会の
「ReVolt」、ロールスロイス社を中心とする「AAWA」等）、自律航行船としてロールスロイス社
のコンセプトシップ、遠隔操作船として日本の海上保安庁の測量船 HS-11「じんべい」といった
例がある。商船三井・日本郵船は 2025 年までに自動運航船のために必要な通信技術を開発すべ
く、2019 年から公海上の試験運転に着手された。ところが既存の国際・国内法制は、乗り組ん
でいる船員による操船を前提としているため、これらを適用できるか、どのように適用されるか
が問題となる。たとえば、国連海洋法条約が船舶の旗国に課す乗組員の配乗にかかる義務や国際
海事機関（IMO）で採択された種々の海事条約で規律される船舶の安全性にかかる義務等が直ち
に問題となった。また海事私法の領域では、船舶衝突責任の分担を考える前提としての船員の過
失のとらえ方（商法 797 条参照）、自律航行船等における堪航能力担保義務の内容（商法 738 条、
国際海上物品運送法 5 条参照）、自律航行船等の所有者の責任制限の可否といったことが問題と
なり得た（船主責任制限法 3 条 3 項参照）。 

 
(2)極域航行   

2000 年代後半から、地球温暖化の進行により北極海の海氷が夏季に大きく融解するようにな
り、人工衛星による北極海域の観測技術の向上や高性能の砕氷船の開発といった技術革新と相
まって、ロシア北方の沿岸を通過して太平洋＝大西洋間を航行することが可能となった。北極海
航路を用いることにより、スエズ運河経由の航路に比べてアジア＝ヨーロッパ間の輸送時間や
燃料費を大幅に節約できるため、物流関係者の期待が集まっている。しかし、北極海の気象・海
象条件は依然として厳しく、また高緯度での通信・システム障害や気象・海象データの不足の問
題もあるため、商業航海の活発化に伴い、北極海において海難事故が発生するリスクは高まって
いる。また、北極海沿岸地域の港湾・救難設備は不十分であり、またその環境・生態系も他の海
域に比べて脆弱であるため、一度事故が発生した場合の損害・汚染は甚大なものとなる可能性が
ある。このような状況において、北極海における商業航海を促進しつつ、その安全性の確保と環
境の保護を可能とする制度枠組みを確立することが喫緊の課題となっていた。 
 しかしながら、自律航行船等と極域航行の問題は、高度に技術的な知見を前提とすることもあ
り、その重要性にもかかわらず、学界のみならず実務においても、法律家による議論は十分なさ
れていなかった（たとえば国際海事機関（IMO）では、技術系の委員からなる安全委員会
（Maritime Safety Committee）の議題にはされても、法律委員会（Legal Committee）の議題
には含まれていなかった。その後、法律委員会における検討が開始された）。そして諸外国の海
事法専門の研究機関では、海事法の観点からの研究プロジェクトが発足しており、今後の海事法
研究の最先端のアジェンダとなりつつあった。このため、わが国の海事法研究の国際的な水準を
維持するために早急に研究が開始される必要があった。 
 
２．研究の目的 
 １で述べた通り、海運業における技術革新は、自律航行船・遠隔操作船による運航や極域（特
に北極海）における商業航行といった、従来想定されていなかった新たな形態の海上企業活動を
可能にしつつある。これらの活動は、その実現に向け、航行の安全性確保、脆弱な環境への配慮
といった技術上の課題を克服する必要があることに加え、既存の海事法制に対し新たな問題を
投げかけるものであった。本研究は、海運業におけるこのような技術革新が伝統的海事法制にど
のようなインパクトを与えるかについて理論的に分析することにある。具体的には、①自律航行
船等による運航と北極海における商業航行を素材に海運業における技術革新が伝統的海事法制
に与える影響を理論的に明らかにし、②解釈論・立法論的な提言を行うものである。 
本研究の直接の目的は以上の通りであるが、本研究が有するより一般的な意義は次の通りで

ある。 
 まず自律航行船等と極域航行の問題は、公法的規制と私法的規制が密接に連携しつつ発展す
ると思われる。これは海洋環境汚染や危険物輸送の規制等にも見られる近時の海事法の顕著な
特徴であるが、本研究は、海事法における私法・公法の協働という理論的にも重要なテーマに貢
献することが期待される。さらに自律航行船等と極域航行の提起する問題を検討することは、既



存の海事法制の根幹をなす発想を見直す契機となる。たとえば船主の責任が船主あるいは船員
の過失に依存しているルールの適用について、海難事故等におけるプログラムの作動を人間の
判断になぞらえてその合理性を判断するのか、運航プログラムの事前的な合理性・安全性の問題
に置き換えて判断されることになるか、船舶所有者等の責任制限が否定される原因である「故
意」、「損害の発生のおそれがあることを認識しながらした自己の無謀な行為」（船主責任制限法
3 条 3 項）が、自律航行船等との関係で何を意味するかといった諸問題は、そもそも船舶所有者
等の負うべきリスクを分配・制限する条件がいかなるものであるべきかということを根本から
問い直す契機となる。また、極域における海洋汚染の特徴（経済活動は行われていないため通常
の意味での逸失利益は少ないが、生態系に大きく影響を与え、しかも過酷な自然環境により関係
者が損害回復措置をとる誘因が小さい）は、油濁関係条約等に見られる伝統的な環境損害が今日
そのまま維持できるかという疑問にもつながる。 
最後に本研究の成果は国内における学術雑誌や研究集会において公表するのみならず、研究

代表者・研究分担者が万国海法会（Comité Maritime International: CMI）の活動に参加するこ
とを通じ、最終的には国際的なルール形成に反映させることをも目的の一つである。 
 
３．研究の方法 
本研究のために用いられた方法は次の通りである（ただし，すべてこの順序で行われたわけで

はない）。 
 (1)自律航行船等による運航   ①まず研究の前提として、自律航行船等による運航がどの
ような形で実現することになるか、従来あるいは現在進行中の実験プロジェクト等のデータを
収集・分析する。②既存の海事法制に含まれるルール（特に国際条約及びそれに基づく基準等を
中心に）のうち、船舶の航行が船員による操船を前提としなくなることで直接影響を受けるもの
としてどういうものがあるか網羅的な調査を行う。③ ②で特定されたルールのうち立法による
対処が必要なものにつきどのような内容の手当てがあり得るかを検討する。④ ③で特定された
ルールのうち単に技術的な手当てにとどまらず従来の海事法の基本的な枠組みの検討を要する
ものについて理論的な検討を深め、基礎理論へのフィードバックを行う。 
 (2)極域航行   ①まず研究の前提として、現在の極域航行の実態や将来の見込みを正しく
把握するため、北極海と極域航行に関する科学・技術的な知見についてデータを収集・分析する。
②次に、既存の海事法制に含まれるルールにつき、国際条約及びそれに基づく基準等を中心に網
羅的に調査し、北極海独自の規律（立法及び解釈・運用を含む）を導入する必要があるか、仮に
必要だとするとどのような内容のものとすることが望ましいかを明らかにする（たとえば商業
航海による海洋汚染事故についての民事責任、衝突事故を防止するための航法、極域固有の堪航
能力担保義務の内容、極海域へのクルーズ船の増加に伴う法律問題等が検討候補となる）、③ ②
で問題とされたルールのうち技術的な手当てにとどまらず従来の海事法の基本的枠組みの検討
を要請するものについて理論的な検討を深め、基礎理論へのフィードバックを行う。 
 
４．研究成果 
 研究成果について、(1)自律航行船等による運航、(2)極域航行に分けて説明する。 
 
(1)自律航行船等による運航 
 自律航行船等による運航については，わが国および外国の自律航行船等の運航プロジェクト
を前提に検討を行った。最初に確認されたのは、完全に船員が乗船しない「無人船」という運航
形態は、沿岸航行や港湾内航行等、ごく限られた領域を除くとほとんど実現の見込みはなく、大
幅に乗員数を減らしつつ、航行の多くの機能をシステムあるいは遠隔操船者が担うものがほと
んどであるということが分かった。そしてそのことを前提に、自律的運航船をめぐる法律問題を
検討した。 
 
①衝突責任 
 船舶衝突に関する民事責任は、1910 年の船舶衝突条約に見られるように、国際的にも過失責
任原則に基づくルールが一般的である。しかし、自動運航プログラムが操船を行うことから過失
責任を適用することに困難が生じるということから無過失責任化を導入すべきという主張がな
されることがある。しかし、上記の通りそもそも人間の関与がない完全自律運航が現実的ではな
いことに加え、問題のある操船を行うようなシステムを登載する船舶を運航すること自体、船舶
所有者等の過失と考えることができると考えられる。 
 また事故の最適な抑止については、自動運航システムの安全性向上は、公法上の安全規制や船
舶所有者以外の主体の責任によっても図ることができることから、自動運航船に関する無過失
責任化には積極的に支持する理由がない。他方、公法上の安全基準等は、自動運航システムの安
全性評価基準となることを通じ、船舶所有者の過失判断に影響を及ぼすことが考えられ、ここで
も公法と私法の融合化が見られる。 
 
②責任制限 
責任制限制度については、責任制限阻却事由である故意や認識ある過失の適用が問題となる

ものの、これらの概念は操船者の主観ではなく、船舶所有者の業務執行レベルの判断を問題にす



るとされてきており、そのような意味での主観的要件は、自律的運航船についても適用可能であ
る。このため船舶所有者等との関係で、この制度が問題となることはない。ただし、いわゆる遠
隔操船者が責任制限を享受しうるかという問題については、別途検討が必要となる。 
 
③船舶所有者以外の責任主体 
 
(a)造船業者 
造船業者の製造物責任については、伝統的な船舶においても論理的には適用可能性はあった

が、実際に追及された例はほとんどない。自律的運航船については大きく状況が変化するかどう
かは分からないが、仮に変化があるとすれば、船舶所有者等が第一次的な責任主体とされた後、
求償という形で造船業者が責任追及される例が増加するということだと思われる。 
 その場合に自動運航プログラムの安全性評価が問題となるが、この点については現段階では
不確定な要素が強い。しかし、完全に人間の関与を排除した運航形態が想定しにくい以上、乗船
者や遠隔操船者との協働により安全な運航ができるか否かが決め手となる。人工知能（ＡＩ）と
登載した製品に関する製造物責任については、ＥＵにおける製造物責任指令の改定等世界的に
も流動的であり、それを踏まえた検討が必要となるが、自動運航船固有の問題は必ずしも多くな
いと思われる。 
 
(b)船級協会 
 次に船級協会は、船舶の安全性評価について重要な役割を担っており、自動運航プログラムの
安全性評価もその一環となる。しかしながら、船級協会による評価が不適切であったことを理由
とする民事責任が追及された例は、少なくともわが国では皆無である（諸外国では例がないわけ
ではない）。このことは自動運航が導入されても大きく変わることはないと思われる。もっとも
明らかに欠陥のあるシステムについて安易に認証する例が頻出することになると、これまで問
題とされなかった船級協会の民事責任が問題として意識冴えるように変化が生じる可能性は完
全には否定されない。しかし、現時点における問題点の少なさを前提に本研究ではこの点につい
ては深く立ち入って検討していない。 
  
(c)遠隔操船者 
 船舶所有者以外の法主体で、最も検討が必要なのが遠隔操船者である。船舶所有者の被用者で
ある場合は、その過失等はすべて船舶所有者に帰属するので、独立の事業者である場合を想定し
て検討を行った。 
 いくつか次元の異なる問題があり、一つには遠隔操船者の故意・過失等が船舶所有者に帰せら
れることになるか（日本法で言えば、商法 690 条の「船員その他の船員」に該当するか）である。
現行法のもとでも、水先人等も過失の船舶所有者に帰される可能性があることから基本的には
同様に考えられると思われる。 
 これに対して、遠隔操船者自身が責任主体となる可能性、さらにその場合には責任制限を享受
できないのではないか、また汚染損害に関する条約との関係で責任集中の効果が及ばないので
はないかといった問題がある。これらの点については、仮に遠隔操船者自身の民事責任を肯定す
るのであれば、何らかの法的手当が必要となるものと思われる。 
 
④その他 
 自律的運航船を用いた航行がもたらす民事責任については、①～④に述べた通りであるが、そ
れ以外に、運航形態に関する伝統的な傭船契約（航海傭船、定期傭船、裸傭船）の分類がそのま
ま維持できなくなるのではないかという問題提起がなされた。たとえば定期傭船と裸傭船の差
は、船体だけの賃貸借か、運航を行う労働力をも含めた海上企業の提供かの差になるが、船舶登
載の自動運航システムが実際の航行を行うということになると、両者の差が小さくなることが
考えられる。このように伝統的な運航形態を所与として組み立てられてきた法概念の整理が必
要となる側面がいろいろ考えられるが、これは今後の検討課題となると思われる。 
 
 
(2) 極域航行 
 極域航行についても，現在のわが国および外国の航行プロジェクトを前提に、既存の法制度の
有する今代点の検討を行った。以下、検討項目毎に研究成果を述べる。 
 
①極海域を対象としたクルーズ船をめぐる法的問題 
 極海域を対象としたクルーズ船による旅行が増加しつつあるが、現段階では、これに伴う事故
が多発している分けではなく、深刻な法律問題が生じているわけではない。また法律問題を検討
したが特に法改正等が必要な領域ではないことが分かった。以下、北極海と南極海に分けて、旅
客の権利保護の状況について検討する。 
 
(a)北極海クルーズにおける旅客の権利 
 まず、北極海をレジャー目的で航行する旅客船が増加傾向にある一方で、北極海には海図が整



備されていないか、古い海図しか存在しない航路が多く、また北極海沿岸は非居住地域が多いた
め、航海支援設備や捜索救助能力も非常に限られているため、旅客にとってのリスクは他の海域
よりも高いと考えられる。報告書では、アメリカ合衆国（アラスカ州）、グリーンランド自治領
（デンマーク）、ノルウェー、ロシア連邦、カナダの各法域について、旅客運送人の責任原因、
責任限度額、管轄、契約運送人・実行運送人・ツアーオペレータの責任、強制責任保険、パッケ
ージ旅行に関する規律などが実施されており、また海上旅客運送に関するアテネ条約及びその
改正議定書の批准状況が各法域によって様々であることもあって、適用される規律は法域によ
って異なっているものの、全体としては、旅客の権利保護が他の海域と比べて不十分な状況にあ
るわけではない。 
  
(b)南極海クルーズにおける旅客の権利 
これに対して、南極海クルーズにおける旅客の権利については、南極大陸には主権国家が存在

しないため、北極海の場合のように沿岸国の法制度は問題とならず、旅客の権利は、船舶の旗国
法（と旗国が批准している国際条約）、そしてクルーズ事業者との間の契約およびその準拠法の
みによって規律される。そのような中、南極海クルーズを催行する旅行事業者によって、自主規
制団体である国際南極ツアーオペレーター協会が南極海での観光事業に対する拘束力のない勧
告の内容を実施するなどの様々な取組みを行っている。また南極海クルーズの旅客と事業者と
の間の契約に関連する規律としては、アテネ条約の他、EU の旅行事業者が主催者である場合に
はパッケージ旅行等に関する EU 指令が存在し、南極海クルーズにかかる契約中には、各国の消
費者契約法によって拘束力が認められることを前提として、「南極海の地理的特性により緊急時
の避難・捜索・救助が適時に得られない可能性があり、医療設備も限定的であることを十分理解
し、それが自らの健康状態にどのような影響を持つかも旅客の自己責任において評価したもの
であることを認める」旨の条項が含まれている。このように適用される規律は法域によって異な
っているものの、全体としては、旅客の権利保護が他の海域と比べて不十分な状況にあるわけで
はない。 
 
②商業航海による海洋汚染事故についての民事責任 
南極海における船舶由来の環境汚染に関する責任・補償制度については、2001 年の燃料油に

よる汚染損害についての民事責任に関する国際条約と 2007 年の難破物の除去に関するナイロビ
条約は、締約国の領海または排他的経済水域における汚染損害を念頭に置いたものであるため、
沿岸に主権国家の存在しない南極海での事故に適用されることは考えにくい。このため、採択後
17 年を経ても未発効である南極条約環境保護議定書の第６付属文書「環境に関する緊急事態か
ら生じる責任」（2022 年 12 月現在未発効、以下「責任アネックス」）を分析した。 
責任アネックスは、締約国に対して、当該締約国の事業者がその活動により南極条約適用領域

内で環境緊急事態を引き起こした場合に、適時の効果的な対処行動を取るように当該事業者に
要求することを義務付けた上で（同 5 条１項）、当該事業者が適時の効果的な対処行動を取らな
い場合に、当該締約国または他の締約国がそのような対処行動を取ることを奨励し（同５条２
項）、当該事業者は対処行動を取った締約国に対して、それに要した費用について厳格責任を負
う旨を定めている。この規律は、汚染による財産的損害や逸失利益等を賠償の対象に含まない点
で、民事責任条約・バンカー条約・HNS 条約よりも限定的なものであるが、その合理性には疑問
もあると指摘されている。また、責任アネックスは、独自の責任限度額を定める一方で（９条 1
項）、同等以上の限度額を定める他の国際条約によって責任を制限する権利には影響が生じない
ものとしているが、責任アネックスの限度額よりも低い責任限度額を定める国際条約（例えば
1996 年議定書による改正前の 1976 年の海事債権の責任制限に関する条約）の扱いが不明確であ
るという問題が存在する 。さらに、責任アネックスには、損害賠償請求に関する管轄規定があ
るのみで（7 条 1 項）、責任制限手続に関する管轄規定は存在しないことから、同様に管轄規定
を有しない 1976 年の海事債権の責任制限に関する条約に基づく責任制限手続が責任アネックス
の非締約国で開始される可能性も存在する。 
このように、責任アネックスが将来発効したとしても、問題はなお存在するため、IMO の諸条

約を参考に見直す必要性があると考えられる。 
 

③極域航行特有の堪航性に関する規制 
極域航行特有の堪航性に関する規制としては、極域(特に北極海)における満載喫水線規制の

必要性に関する検討を行った。北極海においては海氷の融解による淡水の増加に伴う浮力の変
化や海氷との衝突の危険性が存在することから、極域についての満載喫水線の設定を検討すべ
きであるという意見が出されてきたが、北極海沿岸諸国による独自の満載喫水線規制は導入さ
れていないことが判明し、また船級協会や北極海航路を利用している海運業者に対するヒアリ
ングにおいても、極域独自の満載喫水線が必要であるとの意見は得られなかった。そのため、極
域航行を目的とした満載喫水線条約の見直しを行う必要性が大きくないことが分かった。 
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